
 

第１回 中学校給食推進会議 次第 

 
 
日時 平成２５年１２月１７日（火） ９時３０分～９時４５分 

場所 本庁舎２階 特別会議室 

 
 

１ 推進会議委員長（市長）あいさつ 

 

２ 中学校給食早期実施に向けて 

  教育委員会「川崎市立中学校給食の基本方針」（平成２５年１１月２６日） 

 

３ 中学校完全給食 平成２８年度導入に向けた実施スケジュール 

 

４ その他 

 
 
【配付資料】 

資料１ 中学校給食推進会議設置要綱 

資料２ 中学校完全給食の早期実施に向けた推進体制  

資料３ 市議会「中学校給食の早期実現を求める決議」（平成２３年３月１６日） 

資料４ 教育委員会「川崎市立中学校給食の基本方針」（平成２５年１１月２６日） 

資料５ 中学校完全給食 平成２８年度導入に向けた実施スケジュール 

（参考資料１）学校給食実施状況 

（参考資料２）政令市における中学校給食の状況 

 



中学校給食推進会議設置要綱 

平成２５年１１月２９日 市長決裁 

２５川教健第１７６７号 

（目的及び設置） 
第１条 生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく基礎

として、成長期にある子どもたちの食育を推進し、中学校完全給食を早期に実施

することを目的に、中学校給食推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。 
（検討事項） 
第２条 推進会議は、中学校完全給食の早期実施に係る次の事項について検討するも

のとする。 
（１）安全・安心で温かい完全給食の全校実施に向けた検討 
（２）民間活力を活かした効率的な手法の検討 
（３）その他、中学校完全給食の早期実施に向けて必要な事項 
（組 織） 
第３条 推進会議は、別表第１に掲げる者をもって組織する。 
２ 委員長は、市長をもって充てる。 
３ 副委員長は、副市長をもって充てる。 
（会議等） 
第４条 推進会議は、委員長が必要に応じて召集し、その議長となる。 
２ 委員長は、会務を総理する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 
４ 推進会議は、必要があると認めるときは、関係局（区）長等の出席を求め、その

意見を聴くことができる。 
５ 委員は、会議に出席できないときは、その指名する者を代理で会議に出席するこ

とができる。 
（検討部会） 
第５条 推進会議には、中学校完全給食早期実施に係る調査検討を行うため、推進会

議検討部会（以下「検討部会」という。）を置く。 
２ 検討部会は、別表第２に掲げる者をもって組織する。 
３ 検討部会の会議は、部会長が必要に応じて召集し、その議長となる。 

４ 検討部会は、必要があると認めるときは、関係職員の出席を求め、その意見を聴

くことができる。 
（庶務） 
第６条 推進会議及び検討部会の庶務は、教育委員会事務局学校教育部健康教育課に

おいて処理する。 
（委任） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、委員長が定める。 
 附  則 
この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

資料１



別表第１（第３条関係） 

 
中学校給食推進会議 

１ 委員長 市長 

２ 副委員長 副市長 

３  委員 総務局長 

４  委員 総合企画局長 

５  委員 財政局長 

６  委員 経済労働局長 

７  委員 健康福祉局長 

８  委員 まちづくり局長 

９  委員 教育長 

 
 
  



別表第２（第５条関係） 

 
中学校給食推進会議 検討部会 

１ 部会長 教育委員会事務局学校教育部長 

２ 部会員 総務局行財政改革室〔行財政改革〕担当課長 

３  部会員 総合企画局長都市経営部企画調整課長 

４  部会員 財政局財政部財政課長 

５  部会員 経済労働局産業政策部企画課長 

６  部会員 健康福祉局総務部企画課長 

７  部会員 まちづくり局総務部企画課長 

８  部会員 教育委員会事務局総務部庶務課長 

９  部会員 教育委員会事務局総務部企画課長 

10 部会員 教育委員会事務局学校教育部健康教育課長 

11  部会員 
教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

〔学校給食〕担当課長 

12 副部会長 
教育委員会事務局学校教育部健康教育課 

〔中学校給食推進〕担当課長 

 
  



中学校完全給食の早期実現に向けた推進体制

教育委員会事務局

組織 全庁的なプロジェクト推進体制の整備

年度内

「中学校給食推進担当」体制拡充

新年度

早期実現に向けたさらなる体制整備

「中学校給食推進会議」設置（１２月）

≪「中学校給食推進会議」の概要≫

≪設置目的≫
◎全庁的な推進体制を構築するため市長以下、副市長・関係
局長で構成する「庁内プロジェクトチーム」を設置し、中学校
完全給食の早期実現を目指す。

≪所掌事務≫

◎安全・安心で温かい完全給食の全校実施に向けた検討

◎民間活力を活かした効率的な手法の検討

◎その他早期実現に向けて必要な事項の検討

≪組織≫

●委員長：市長

●副委員長：副市長

●委員：総務局長、総合企画局長、財政局長、経済労働局長

健康福祉局長、まちづくり局長、教育長

※その他必要に応じて関係局長等が出席

１２／１
「中学校給食推進担当」配置（担当課長）

資料２
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川崎市立中学校給食の基本方針 

 

平成 25 年 11 月 26 日 川崎市教育委員会会議決定 

 

 本市の中学校の昼食は、これまで家庭からの弁当を基本とするミルク給食を

実施してまいりました。また、弁当を持参できない時のために、それを補完す

る制度として、ランチサービス事業を実施してまいりました。一方、国におい

ては、平成 17 年 7 月に食育基本法が施行され、さらに平成 21 年 4 月に学校給

食法が食育の観点から一部改正されたことにより、学校給食を活用した食育の

充実が新たに定められました。 

 そうした中、教育委員会といたしましては、これまで家庭からの弁当は生徒

の食育の推進などに寄与してきたところであると考えておりますが、市議会の

「中学校完全給食の早期実現を求める決議」や請願・陳情等の審議、保護者等

の御意見・御要望を踏まえ、教育委員会会議におきまして、ランチサービス事

業の取組と現状、他都市の中学校給食の実施状況、学校給食を活用した食育の

推進、生徒の健康増進と食事の栄養バランス、食材の安全・安心、家庭環境や

経済状況の変化に伴う負担軽減などの視点から、中学校の昼食のあり方につい

て議論を重ねてまいりました。 

その結果、本市の中学校において完全給食を提供することにより、さらなる

食育の充実が図られること、育ち盛りの生徒にとって栄養バランスがあり安

全・安心で温かい食事を摂ることができるなどのことから、中学校完全給食を

実施することが望ましいとの結論を得ましたので、「川崎市立中学校給食の基本

方針」を次のとおり決定いたしました。 
事業の実施にあたりましては、十分な準備や調整が必要となりますが、今後、

生徒・保護者・市が連携しながら、生徒にとって望ましい給食となるよう取り

組んでまいります。 
 

１ 早期に中学校完全給食を実施します。 

 

２ 学校給食を活用した、さらなる食育の充実を図ります。 

 

３ 安全・安心な給食を提供します。 

 

４ 温かい給食を全校で提供します。 

資料４



⽉ 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

  中学校完全給⾷ 平成２８年度導⼊に向けた実施スケジュール

平成25年度 平成26年度 平成２７年度 平成28年度

実施
⼯程

●既存施設調査

●生徒・保護者
アンケート

●先進事例等の
調査・研究

基
本
⽅
針
︵
教
育
委
員
会
︶

実
施
⽅
針
︵
素
案
︶
公
表

●実施⼿法検討
●実施⼿法に伴う

整備計画検討
●計画事業費

・スケジュール検討

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
等
市
⺠
意
⾒
・
保
護
者
説
明
会

実
施
⽅
針
決
定
︵
教
育
委
員
会
︶

●事業開始の広報
●実施⽅針に基づく取組の実施

中
学
校
完
全
給
⾷
の
実
現
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【文部科学省公表資料】
平成２２年５月１日現在

実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比 実施数 百分比

学校数 74 72 97.3 0 0.0 1 1.4 73 98.6

児童数 45,016 44,350 98.5 0 0.0 641 1.4 44,991 99.9

学校数 21,345 21,076 98.7 103 0.5 107 0.5 21,286 99.7

児童数 6,869,318 6,837,279 99.5 15,508 0.2 9,319 0.1 6,862,106 99.9

学校数 209 79 37.8 3 1.4 18 8.6 100 47.8

児童数 79,042 29,758 37.6 1,061 1.3 6,673 8.4 37,492 47.4

学校数 21,628 21,227 98.1 106 0.5 126 0.6 21,459 99.2

児童数 6,993,376 6,911,387 98.8 16,569 0.2 16,633 0.2 6,944,589 99.3

学校数 79 16 20.3 0 0.0 31 39.2 47 59.5

生徒数 33,495 6,563 19.6 0 0.0 13,294 39.7 19,857 59.3

学校数 9,930 8,179 82.4 59 0.6 779 7.8 9,017 90.8

生徒数 3,279,350 2,488,968 75.9 12,668 0.4 288,394 8.8 2,790,030 85.1

学校数 740 66 8.9 2 0.3 50 6.8 118 15.9

生徒数 259,807 15,593 6.0 381 0.1 10,681 4.1 26,655 10.3

学校数 10,749 8,261 76.9 61 0.6 860 8.0 9,182 85.4

生徒数 3,572,652 2,511,124 70.3 13,049 0.4 312,369 8.7 2,836,542 79.4

※中学校には中等教育学校前期課程を含む。

公　立

国　立

国　立

小
学
校

中
学
校

計

公　立

私　立

計

私　立

学校給食実施状況（小・中学校）

計ミルク給食補食給食完全給食
全国総数区　　　分

参考資料１



平成２５年１０月

全員喫食
家庭からの
弁当との
選択制

1 札幌市 97 97
自校調理方式　２１校
親子調理方式　７６校（親３８校、子３８校）

2 仙台市 64 64
自校調理方式　１１校
親子調理方式　　１校（子）　　　全６施設（PFI２、委託２、直営２）
センター方式　　５２校　　　　　　　　※うち委託１は小学校分のみ

3 さいたま市 57 57
自校調理方式　５２校
親子調理方式　　２校（子）
センター方式　　  ３校　　全２施設（委託２）

4 千葉市 56 56 センター方式　５６校　　全３施設（PFI２、公設民営１）

5 川崎市 51 51 ○ 中学校ランチサービス事業　５１校

6 横浜市 147 ＊　147

    　業者による校内での弁当販売　８６校
    　業者による校内でのパン販売　１０校
＊ 　業者による校内での弁当とパン販売　１０校
    　自動販売機でのごはん・パン販売　１３校
    　学食の利用可　１校（高校附属中）
    　家庭からの弁当のみ　２７校

7 相模原市 37 7 ※　30
センター方式　７校　　全３施設（委託１、直営２）
※デリバリー方式　３０校

8 新潟市 58 30 ※　28

自校調理方式　８校
親子調理方式　１校（子）
センター方式　２０校　　全１４施設（委託１０、直営４）
※デリバリー方式　２９校(内1校は全員喫食）

9 静岡市 43 32 ※　11

自校調理方式　１校
親子調理方式　１校(子）
センター方式　３０校　　全９施設（PFI１、委託３、直営５）
※デリバリー方式　１１校

10 浜松市 48 48
自校調理方式　３５校
親子調理方式　 １校（子）
センター方式　 １２校　　全６施設（委託４、直営２）

11 名古屋市 111 1 ※　109 ＊　1
自校調理方式　３校（※２校）
※デリバリー方式　１０７校
＊児童福祉施設内の食堂　1校

12 京都市 73 5 ※　66 ＊　1 ＊　1

親子調理方式　５校(子：全て校舎併設校）
※デリバリー方式　６６校
＊高校附属中は食堂で昼食を提供　1校
＊家庭からの弁当のみ　1校

13 大阪市 130 ※　128 ＊　2 ○
※デリバリー方式　１２８校
＊隣接する児童福祉施設の入所生徒が通学しているため、施
   設が食事を提供　２校

14 堺市 43 43 ○ ランチサポート事業　４３校

15 神戸市 82 82 ○

中学校弁当販売事業　７０校
校内での弁当販売　３校
校内でのパン販売　７校
家庭からの弁当のみ　２校

16 岡山市 38 36 ＊　2

自校調理方式　２４校
親子調理方式　 １校(親）
センター方式 　１１校　　全７施設（委託７）
＊　　児童自立支援施設の食堂で食べている　１校
　　　 家庭からの弁当と校内パン販売　1校

17 広島市 64 21 ※　43

自校調理方式　５校
親子調理方式　３校（子）
センター方式　１３校　　全６施設（委託１、直営５）
※デリバリー方式　４３校

18 北九州市 62 62 親子調理方式　６２校(子）

19 福岡市 69 69
自校調理方式　４校
センター方式　６５校　　全４施設（PFI１、委託３）

20 熊本市 42 42
自校調理方式　２校
親子調理方式　２校（子）
センター方式　３８校　　全１８施設（委託１４、直営４）

平成２５年度政令市における中学校給食の状況

【神戸市中学校給食実施方針の概要】
　　・全員喫食を基本とする。但し、家庭弁当の持参も可能とする。
　　・デリバリー（ランチボックス）方式を採用する。
　　・平成26年度中に一部の中学校で、平成27年度中に全校で実施を目指す。

政令指定都市名 学校数

給食の形態

給食以外
の

昼食提供
備　　考

完全給食
ミルク
給食

未実施

平成２５年３月
「中学校給食実施方針」を決定
※主な概要は欄外に記載
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